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間接部門で働く人の転職希望意識形成プロセスの検討
貴島文緒∗1 ・当麻哲哉 ∗1 ・高野研一∗2

Examination of the Formation Process of Their Awareness of
Their Desire to Change Jobs for Those

Who Work in the Indirect Sectors
Fumio KIJIMA∗1 , Tetsuya TOMA ∗1, and Kenichi TAKANO∗2 ,

Abstract– There is a high demand for experienced workers in the indirect sectors, and a certain
number of people have willing to make changing jobs. So, to prevent an serious exodus of working
employees in indirect sectors, the purpose of this study was put on evaluating (1) whether work
satisfaction or career motivation affects their tendencies to change jobs, and (2) what kinds of factors
influence their work satisfaction or career motivation. To this end, we conducted a questionnaire
survey of 500 employees in planning sectors, including finance and accounting, general affairs, and
human resources, and conducted a covariance structure analysis to measure psychological factors, as
well as a path analysis of antecedents including organizational factors, psychological factors, work-
life balance, perception of colleagues changing jobs and attitudes toward job change. Regarding the
path analysis of the employees’ intention to change jobs, it was suggested that the psychological
factors “work-life balance” and “work satisfaction” had a significant negative influence (decreased
intention to change jobs), and “perception of colleagues’ job change” had a significant positive
influence (increased intention to change jobs) on the employees’ intention to change jobs. The results
of the survey showed that in addition, “work satisfaction” was significantly and directly influenced by
the antecedent condition “personal skills,” and “personal skills” were influenced by “human resource
development” and “sharing of internal values”. On the other hand, the psychological factors of “career
motivation” and “satisfaction with salary” had no effect on the desire to change jobs, while “sharing
of internal values” and “human resource development” had no effect on “work satisfaction”.
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1. 研究背景と目的

1.1 企業の間接部門の動き
近年の IoTの普及や RPA，AIなどの技術革新により，

企業の間接部門職に従事する従業員数を削減していく傾
向が強まると推察されたが [1–3]，2020年時点で「企業
における間接機能の比率は 2012年時点の 1.19倍」 [4]
と言われており，実際は間接部門職に従事する職員は増
えている．間接部門とは企業の売上に直接影響を与え
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ない部門であり，一般的には人事，財務，経理，総務，
法務などが挙げられるが，間接機能比率が上昇している
背景として「過重労働問題や個人情報保護など，労務管
理やコンプライアンスへの対応の重要性が増している」
ことが挙げられている [4]．加えて，転職エージェント
会社が発表した中途採用市場レポートでは，転職が多い
と言われている IT人材と同等数の転職希望者が間接部
門職にも存在することが示されている [5]．このことか
ら，企業が間接部門職経験者のスキルを必要としている
こと，かつ間接部門職に携わる従業員も転職希望意識が
強い人が一定数いることが伺え，防止可能な人材流出に
ついては，対策が必要な問題であると考える．

1.2 間接部門職のキャリアに関する先行研究と本研
究の目的

我が国ではホワイトカラーを対象としたキャリア研
究が少なからず実施されており，キャリアに対する意識
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が転職希望意識に影響を及ぼすことが指摘されている．
例えば山本 [6]は人事・労務・総務・経理の間接部門職
を始め，間接部門以外にも営業や技術職等を含めた計
365名にアンケート調査と組織内キャリア構築と組織間
キャリア構築について分析を行い，所属組織が従業員の
キャリアの自律性を重視することが，組織内でのキャリ
ア構築に有意に正の影響を与え，結果として組織外への
キャリ構築（転職）の抑制に働きかけることを示唆して
いる．尾野ら [7]も「20代のホワイトカラーはキャリア
探索が停滞しているときや，自分より望ましい状態にあ
る友人・知人のキャリアと比較したときに，キャリア焦
燥感を喚起しやすく，それが離転職意思に結びつく」と
指摘している．つまりホワイトカラーにとって早い段階
で自分のキャリアが明確になることが組織定着に繋がっ
ていくのである．
間接部門のキャリア構築プロセスについて，いくつか

の職種については事例研究で明らかにされている．例え
ば人事職の場合，他部署で経験を積んだ後に人事部へ異
動となり，それまでに築いてきたネットワークをベース
に企業内の労使関係に関する業務を経験することでキャ
リアを積み上げていくことが多いと山下 [8]は示唆して
いる．財務職・経理職については，文系大学卒で財務・
経理部門のマネージャに従事する 8名を対象に実施した
キャリア群で，キャリアの初期段階から財務・経理に関
係する職務を経験し，30代～40代に掛けて企業買収や
撤退などの組織の中心部でしか生じない特殊な業務の中
で彼らの専門性をより高めることを谷口 [9]は示唆して
いる．総務職のキャリアについては事例研究ではなく，
月刊総務 [10]によるアンケート調査が実施されており，
総務は会社の困りごとを解決している役割を担う部署で
あり，業務内容は購買・稟議管理，健康管理，安全衛生
管理，BCP策定，労務管理等，多岐にわたるが，これら
の経験を通して専門性を磨くことに加え，総務職に就い
ている従業員は社内の無駄・コスト削減・コストコント
ロールや社員のモチベーションアップ・エンゲージメン
トの向上といった社内方針や施策の検討にも関わること
が示されている．
これらの事例研究・調査から，キャリアの早い段階で

専門分野を決め，中堅以降は組織横断に影響を及ぼす計
画立案に携わることで職種の幅を広げていくことが間接
部門職のキャリア構築に共通すると言える．また業務内
容が企業運営の中で重要な機能を担っていることから，
専門職としての自負が強く，キャリアを構築していく意
欲も強い傾向が推察される．
一方で間接部門は「直接部門に対して従事する人が多

いこと」「業務効率の悪さ」が指摘されている．日経ビ
ジネス [11]は間接部門の業務効率の悪さの原因として，
間接業務のやり取りは部門間で行われること，直接部門

としてはスピーディな対応を間接部門に求めているも
のの，部門間のやり取りでリードタイムが長くなり，円
滑な業務遂行に支障をきたすことが度々発生し，間接部
門と直接部門の摩擦が多いことを挙げている．したがっ
て間接部門職の場合，キャリアに対する意欲は持ってい
るが，仕事に対するやりがいを感じていない人が多いこ
と，やりがいの欠如が転職希望意識を高めている懸念が
推察されるが，現時点では間接部門に携わる従業員のみ
を対象としたワーク・モチベーションの研究はされてお
らず，彼らの働く上での心理状態，また転職希望意識に
有意な影響を及ぼす要因について，間接部門職の特徴と
言える示唆はない．
本研究では間接部門職のワーク・モチベーションの向

上を目指し，(1)間接部門職はやりがい，キャリアに対
する意欲，どちらが転職希望意識に影響するのか，(2)
彼らのやりがいやキャリアに対する意欲に影響を及ぼす
要因はなにか，この 2点を明らかにすることが目的であ
る．研究手法として，間接部門の業務の特徴やキャリア
を踏まえながら，転職を選択するまでのプロセスを分析
し，そこから間接部門職に従事する人が働く上で大切に
していること，またモチベーション高く仕事をしてもら
うために企業が打てる施策を明らかにしていく．

2. 先行研究と仮説

2.1 転職に関する先行研究

特定の職種を絞らずに，転職に至るまでの心理プロセ
スや規定要因を研究したものは数多くある．本研究の仮
説を設定するにあたり，転職に関する先行研究を洗い出
し，間接部門の従業員の転職希望意識が高まるまでのプ
ロセスと，転職希望意識に影響を及ぼす要因を探索的に
特定してくことにする．
転職研究は 20世紀初頭から海外を中心に行われてお

り，中でも March & Simonが提唱した「参加意思決定
モデル」 [12]は転職研究の原点とも言われている [13]．
March & Simonのモデルでは転職意識は「職務について
の満足度」「知覚された組織内への移動の可能性」から
影響を受けること，「職務についての満足度」は「職務
と自己イメージとの適合」「職務上の諸関係についての
予測可能性」「職務と他の役割との両立性」から影響を
受けるとしている．本研究では「参加意思決定モデル」
[12]の「職務と自己イメージとの適合」「職務上の諸関
係についての予測可能性」から (1)職務上の個人の心理，
「職務と他の役割との両立性」から (2)「職務と他の役割
との両立性」，「知覚された組織内への移動の可能性」か
ら (3)移動の可能性の 3点について先行研究のレビュー
を行い，職務の特徴を検討した上で，間接部門職の転職
希望意識について仮説を設定していくことにする．
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2.2 個人の心理的要因に関する先行研究

March & Simon [12]のモデル以降に発表された研究
は，このモデルをより発展させるものが多い．例えば
Mobley [14]は職務不満足を抱いてから実際に転職する
までの間に過程があると指摘しており，「職務満足」と
「転職」の間に「転職意向」という変数を採用し，「職務
満足」よりも「離職意向」が有効な予測変数であるとし
ている．

1980 年代になると Wanous [15] や Farrell & Rus-
bult [16] らは転職を予測する変数としてコミットメン
トに注目しており，この頃から「組織コミットメント」
と「仕事（への）コミットメント」は独立した概念とし
て議論されている．「組織コミットメント」は「特定の組
織への同一化と没入の程度」 [17]であるのに対し，「仕
事コミットメント」は「職務に対する個人の同一化の
程度」 [18]とされている．また「仕事コミットメント」
は「職務満足と職務に従事し続けることによって得られ
る諸資源（勤続期間，他では習得できないような技能な
ど）および代替的選択肢」によって決まると指摘されて
いる [16]．
一方で間接部門のキャリアは 2節でも説明した通り，

組織内の特殊な業務に接しながら，専門性を数年掛け
て構築していくスタイルが多い．谷口 [9]が実施した財
務・経理部門マネージャへのインタビューからの考察で
も，彼らのキャリアは「機能を満たす能力を育成する」
ことに対する優先度が高いことを指摘している．このこ
とから間接部門職は能力を磨き，組織の機能を果たす中
で仕事コミットメントが高まり，結果として組織への定
着に影響を及ぼすことが推察される．

1990年代後半になると， Wrzesniewski et al. [19]は
人が仕事をする目的を 3つ挙げている．すなわち「天職
（Calling）」人生の重要な一部分，「キャリア（Career）」
より高い仕事へと移る過程，「労働（Job）」すなわち生
活の糧を稼ぐ手段の 3つがあると指摘している．
天職はコーリングの日本語訳であるが，日本のコーリ

ング研究では天職を「個人がある職業（役割）に人生の
目的として情熱的に強く惹かれている状態」 [20]と概
念化しており，齋藤ら [21]は「働くことに対して強い
喜びを見出し，自分の仕事が世の中に役立っていると考
えている状態」としていることから，本研究では「仕事
の意義とやりがいの実感」と定義する．似た概念として
「働きがい」が想起されるが，本橋 [22]は「働きがい」
は個人の仕事観だけで決まるものではなく，キャリア設
計といった組織要因によって高めることが可能であると
指摘している．ワーク・エンゲイジメントも近い概念で
あるが，島津 [23]はワーク・エンゲイジメントを「上司
からのパフォーマンス・フィードバック，社会的支援，
上司によるコーチング，仕事のコントロール，革新的な

風土，報酬，承認，組織と個人との価値の一致」といっ
た組織要因によって高めることが可能であると指摘して
いる．Wrzesniewski et al. [19]は仕事を天職として捉え
ている人は人生の幸福度が高いことを指摘しており，こ
のことから「仕事の意義とやりがいの実感」は組織内で
の諸要因，特に組織から従業員へのキャリア支援と言っ
た先行要因から影響を受け，また「仕事の意義とやりが
いの実感」を介して転職希望意識の低減に繋がることが
推察される．
キャリアについても，職務満足との関係が研究され

ており [24, 25]，キャリア満足が高まると職務満足も高
くなること，知識・技術の習得，収入・所得，専門性の
深化，自己成長などを含むキャリア満足が高いと職務満
足感に正の影響を及ぼすことが指摘さている [25]．逆に
キャリア構築に重要な人事評価制度と運用の間にずれを
認知する従業員は職務満足度が低下する可能性が指摘さ
れている [26]．またキャリアの焦燥感が転職意思に影響
を及ぼすことも指摘されている [27]．
労働の対価として支払われる給料は，Herzberg et

al. [28–30] の二要因理論に照らし合わせると，動機づ
け要因にも衛生要因にもなり得る．ただし動機づけ要因
として，給料はその他の「達成」や「承認」，「仕事その
もの」と比べると影響は大きくない．一方で衛生要因と
して貢献に見合った給料でなければ不満が起こり，転職
希望意識の促進に繋がることが考えられる．
これらのことから転職希望意識に影響を及ぼす心理

的要因として「仕事の意義とやりがいの実感」（天職），
「キャリアに対する意欲」（キャリア），「収入の納得感」
（お金）の 3つの何れかが起因となることが予測され，こ
れらの心理状態は組織内で発生する要因から説明できる
と考えられる．

2.3 職務と他の役割との両立性
March & Simon [12]は職務満足に影響を及ぼす要因に

「職務と他の役割との両立性」を挙げている．これは社会
で複数集団に所属している場合，その両立の可能性を意
味する．現代の日本に置き換えると，社会に所属してい
る複数の集団には，会社以外にも家庭，社会人サークル，
最近では社会人大学などが会社以外に所属するコミュニ
ティーとして考えられる．この役割の両立には適切な労
働条件が必要であると考える．労働条件は小野 [25]が
定義している職務満足感の構成要因の１つでもあるが，
職種や地位によって職務満足感の知覚に差異があること
は指摘されている．例えば ITエンジニアは「労働時間
と職務満足は必ずしも結びつかない」と指摘されている
が [31]，自治体職員を対象に行なった研究 [32]や看護
職を対象とした研究 [33]では長時間労働が職務満足に
負の影響を及ぶすと指摘している．間接部門職の労働条
件に対する知覚について，「経理の求職者は総じて経験
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範囲（海外経理や IPO準備，業務改善といった領域）を
拡大させて専門性を高めることを前提としながらも残業
時間や就業環境の安定を，給与社保担当や労務担当は社
風や就業環境の安定を求める傾向がある」ことが報告さ
れている [34]．
その背景には間接部門職の女性比率の多さも関係する

ことが考えられる．間接部門職は決算等の繁忙期は仕事
が立て込む傾向にあるものの，通常期は定型作業が主で
あり，ワーク・ライフ・バランスが取りやすい仕事であ
る．平成 27年国勢調査 [35]では事務従事者のうち男性
雇用者が 39.9%に対して，女性雇用者は 60.1%と多いこ
とが示されている．事務事業者とは「課長（課長相当職
を含む）以上の職務にあるものの監督を受けて，庶務・
文書・人事・調査・企画・会計などの仕事に従事するも
の及び生産関連・営業販売・外勤・運輸・通信に関する事
務並びに事務用機器の操作の仕事に従事するもの」 [36]
と定義されており，間接部門職の代表職である財務・経
理，総務，人事，企画等が含まれている．加藤ら [37]は
男女ともに家事・育児等の家庭役割の負担を軽減するう
えでの必要条件として長時間労働の抑制を挙げているこ
とから，女性比率が他職種よりも高い間接部門職の場合，
ワーク・ライフ・バランスを重視する傾向があると推測
することも出来る．従って「仕事と生活のバランス」に
対する知覚が転職希望意識に影響を与える変数として含
めることにした．

2.4 移動の可能性

March & Simon [12]は「知覚された組織内の移動可
能性」を転職に影響を及ぼす要因としてあげている．こ
れは組織内の代替案のことを指すが，本研究では「組織
外のチャンス」を知覚している場合，転職を選択する可
能性に注目したい．同僚が転職していくと雪だるま式に
転職者が増えていくことをスノーボール転職と表現され
ており，ファーストフード・レストランにおける離職行
動の研究では仲間のメンバーが離職すると，その集団の
他のメンバーも続いて離職し，特定期間に離職が連鎖的
にまとまっておきる傾向が示唆されている [38]．また
渡辺は日本人の集団性が高い傾向であることを指摘して
おり，東京とロサンゼルスの男性労働者の職業価値観の
比較調査では「仕事上でもっとも大切なのは人の和であ
る」に賛成した東京の労働者は 84.3%にもおよび，LA
と比較しても有意に高いことを明らかにしている [39]．
これらから日本人は集団性が高く，職種問わず，同僚の
転職が自身の転職希望意識を高めることが考えられる．

2.5 先行要因
ここまで (1)職務上の個人の心理，(2)職務と他の役割

との両立性，(3)知覚された組織外への移動の可能性に
関する先行研究を見てきたが，これらに影響を与える先
行要因の整理も必要である．働く人の心理の先行要因，
特に組織要因を探索する研究は数多くあるが，組織要因
の考え方は研究分野によって異なるが，組織文化や組織
風土と言った概念も組織行動のあり方と組織活動の成果
に多大な影響を及ぼすことを梅沢は指摘している [40]．
組織文化，組織風土以外では，経営資源の観点から

古くはヒト，モノ，カネが使われているが，ヒトに該当
する人材育成が従業員の組織定着に影響を及ぼす重要な
要因として指摘している先行研究が多い [6, 41, 42]．古
くはMartin [42]の研究で職務満足に影響を及ぼす要因
で教育と年齢が重要であることを指摘している．また山
本 [6]は「業績に対する評価や報酬」「従業員への積極
的教育訓練」が退職率に影響を及ぼすことを示唆してい
る．「従業員への積極的教育訓練」「業績に対する評価や
報酬」が従業員個々人の能力を高めていき，結果として
退職率に影響を及ぼすと考えると，「従業員への積極的
教育訓練」「業績に対する評価や報酬」に加え「個人の
スキル」も転職希望意識の低減につながる重要な要因で
あると考える．
モノ，カネは「企業の実力」として捉えると，転職希

望意識に影響を及ぼす先行要因は 1)組織文化，2)組織
風土，3)人材育成（従業員への積極的教育訓練），4)制
度（業績に対する評価や報酬），5)個人のスキル，6)企
業の実力を本研究で定義する．

2.6 仮説
以上のことから，本研究では間接部門職の転職希望意

識を抱くまでの心理プロセスを明らかにするために，以
下の仮説モデル Fig. 1，及び，仮説を設定した．

仮説 1.間接部門職の「転職希望意識」は「仕
事の意義とやりがいの実感」「キャリアに対す
る意欲」「収入の納得感」「仕事と生活のバラン
ス」「同僚の転職に対する知覚」から説明する
ことができる．
仮説 1-1.「仕事の意義とやりがいの実感」「キャ
リアに対する意欲」「仕事と生活のバランス」
「同僚の転職に対する知覚」が「転職希望意識」
の低減に有意に影響する．

仮説 2.心理的要因「仕事の意義とやりがいの
実感」「キャリアに対する意欲」「収入の納得
感」は先行要因「組織文化」「組織風土」「人材
育成」「制度」「個人のスキル」「企業の実力」と
言った先行要因から説明できる．
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Fig. 1: Hypothetical model (process of becoming aware of the desire to change jobs).

仮説 2-1.「組織文化」「組織風土」「人材育成」
「制度」「個人のスキル」「企業の実力」のうち，
「仕事の意義とやりがいの実感」に最も強く影
響を及ぼすのは「人材育成」と「個人のスキル」
である．

3. 方法

3.1 研究の手順
先行研究のレビューから得られた仮説 1の検証を通し

て「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリアに対する
意欲」「収入の納得感」「仕事と生活のバランス」「同僚
の転職に対する知覚」が間接部門職の「転職希望意識」
に影響を及ぼすかを分析する．また仕事に対する心理的
要因，すなわち「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリ
アに対する意欲」「収入の納得感」については，仮説 2の
検証を通して「先行要因」との関係を洗い出していく．
本研究の分析には統計解析ソフト (SPSS Ver23 2015，

Amos Ver25)を使用する．アンケートの作成手順と作成
したアンケートの内容については本章で後述する．次章
以降では回収したアンケートデータの概要，および回収
したデータをもとに「転職希望意識」に影響を与える心
理的要因「収入の納得感」「仕事の意義とやりがいの実
感」「キャリアに対する意欲」と，「組織文化」「組織風
土」「人材育成」「制度」「個人のスキル」「企業の実力」と
いった先行要因を多変量解析 (変数合成・因子分析)した
ことで得られる変数を使用して共分散構造分析を行い，
得られた結果に対して考察をしていく．

3.2 アンケート項目の構成

本研究で使用したアンケート項目は (1)先行要因，(2)
心理的要因，(3)仕事と生活のバランス，(4)同僚の転職
に対する知覚，(5)結果としての転職希望意識の 5つの
カテゴリで構成する．測定尺度はリッカート尺度 6 件
法を採用した．奇数（5件法，7件法）ではなく，偶数
（6件法）にした理由は日本人をはじめとするアジア人
は「どちらともいえない」を選択する傾向が強いことが
背景としてある [44]．奇数の場合，真ん中が「どちらと
もいえない」となるが，この値の選択が多いと統計分析
で傾向を検出しにくくなるため，本研究では分析方法を
踏まえ，偶数を選択することにした．また偶数でも統計
的により分散しやすくなるよう 4件法ではなく，6件法
を選択することにした．
「6:非常によく当てはまる」「5:当てはまる」「4:少し
当てはまる」「3:あまり当てはまらない」「2:当てはまら
ない」「1:全く当てはまらない」である．また本研究の
アンケートデータは貴島ら [43]が ITエンジニアの転職
希望意識の分析に用いたアンケート設問を参考にする．
アンケートカテゴリ (1)先行要因，(2)心理的要因，(3)仕
事と生活のバランス，(4)同僚の転職に対する知覚，(5)
結果としての転職希望意識に対して，それぞれ設問を設
定する．

(1)先行要因
組織文化・組織風土・企業の実力・制度．梅沢 [40]は

組織文化や組織風土と言った概念組織行動が組織活動の
成果に多大な影響を及ぼすと指摘している．Schein [45]
は「組織文化とは，ある特定のグループが外部への適応
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や内部統合の問題に対処する際に学習した，グループ自
身によって，創られ，発見され，また発展させられた基
本的仮想のパターン」と定めており，Allen [46]は組織文
化が従業員の仕事満足度，ワーク・ライフ・バランス満
足度，組織へのコミットメントに影響を与えると指摘し
ている．また組織活動の成果は定まった定義はないが，
人材，及び，企業の知財が挙げられる．
吉田・高野 [47]は組織風土と業績の関係を分析する

手法として，アンケート調査を実施している．アンケー
ト項目は「組織メンバーの行動パターンや価値観」「会
社（経営層）」「職場」「個人」に関して汎用性が高く標準
化された尺度で構成されている．本研究で定めた先行要
因は，「制度」「企業内の価値観」「会社のスキル」「経営
スタイル」を挙げており，吉田・高野 [47]の組織風土を
測定するアンケート項目から 1)組織文化（6項目），2)
組織風土（7項目），3)企業の実力（8項目），4)制度（7
項目）に該当するものを抽出した．
人材育成．キャリア構築支援の設問項目は，公益財団

法人日本生産性本部が公開しているキャリア健診マニュ
アル [48]の一部（12項目）を採用した．この設問項目は
企業が従業員のキャリア形成支援活動を推進する上での
診断ツールとしての活用を目的として開発されており，
設問内容は企業の従業員育成に対する取り組みを評価す
る項目で構成されている．従って本研究の「人材育成」
を測定するために使用できると判断した．
個人のスキル．働く人が持つスキルは職種に必要な

専門的スキルであるテクニカルスキルと，職種に依存し
ないスキルの 2つがある．2004年に厚生労働省が開催
した審議会「職業能力開発の今後の在り方に関する研究
会」 [49]でも企業が求める「能力の高い人材」にポータ
ブルスキルの高い人材をあげている．従って，スキルの
設問項目を構成するサブカテゴリは「テクニカルスキル」
と「ポータブルスキル」とした．テクニカルスキルにつ
いては，技術力と担当業務の要件を纏めるスキルを設問
項目とした．ポータブルスキルの設問項目は一般社団法
人人材サービス産業協議会 [50]が定義しているポータ
ブルスキルの定義を参考にし，「現状の把握」「課題の設
定」「計画の立案」「課題の遂行」「状況への対応」「社外
対応」「社内対応」「部下マネジメント」を評価する設問
項目を設定した．

(2)心理的要因
仮説モデル (Fig. 1)でもあげた通り，個人の仕事をす

る目的として「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリ
アに対する意欲」「収入の納得感」「仕事の意義とやりが
いの実感」は仕事のやりがい，意義や価値を確認する 2
項目，「キャリアに対する意欲」は昇進，昇給，社会貢
献に対する意欲を確認する 3項目，「収入の納得感」は
処遇に対する満足を確認する 2項目を用意した．

(3)仕事と生活のバランス
「仕事と生活のバランス」については，労働時間は

衛生要因であり，ないと不満を感じるが，あってもモチ
ベーションの源泉には繋がらないことから「残業時間が
長く，自分の時間が取れない」という設問を用意した．
ただし分析では反転処理した値を「仕事と生活のバラン
ス」として使用している．

(4)同僚の転職に対する知覚
「同僚の転職に対する知覚」からは若手社員，及び中
堅社員の転職状況 2項目を用意した．

(5)転職希望意識
転職希望意識には，現在または将来において組織から

の離脱をどの程度具体的に検討しているかを確認する 2
項目を用意した．

4. 結果

4.1 アンケート実施結果

本研究では大学卒以上の 23歳から 40歳まで，従業
員 100名以上の企業の間接部門（経理職，総務職，企画
職）に就く 500名にアンケートを実施した．2019年 2
月 1日に楽天インサイト社へ回答依頼を行い，2019年
2月 6日に 500名分の回答を回収した．さらに「一つの
回答に偏りが見られるケース（基準：80％を超える回
答）」「最終学歴，勤続年数が年齢とあわないもの」「創業
年数，年収，平均残業時間」に「わからない」に該当す
るデータのスクリーニングを行い，残った回答数 448件
を分析対象とした．Table 1は回答者 448件のサンプル
特性である．448件の内訳は経理が 177名，総務が 103
名，人事等の企画職が 168名である．20代は 90名，30
代が 308名，40歳が 90名という構成である．性別は男
性 258，女性 190名であり，男性の回答者の方が多い．
年収は 350万円未満が 57名，350～499万円が 147名，
500万円代が 97名，600万代が 59名，700万が 38名，
800万が 23名，900万が 17名，1,000万以上が 10名で
ある．平均残業時間／月は 20時間未満が 262名，20～
49時間が 154名，50～79時間が 26時間，80時間以上
は 6名である．
本研究は以下の手順で調査・分析を進める．

(1) 先行要因，心理的要因，仕事生活のバランス，同僚
の転職に対する知覚，転職希望意識に関するアン
ケート作成

(2) アンケート実施
(3) 因子分析による説明変数（組織文化，組織風土，人
材育成，制度，個人のスキル，企業の実力）の潜在
因子の導出

(4) 目的変数，説明変数の内的整合性確認
(5) 共分散構造分析による転職プロセスの構造の確認
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Table 1: Attributes of Survey Respondents.

4.2 潜在因子の抽出と各変数の内的整合性確認

組織文化，組織風土，人材育成，制度，個人のスキ
ル，企業の実力は 50設問で構成されているため，最尤
法のプロマックス回転による探索的な因子分析を行っ
たところ 5つの因子が抽出された．結果は Table 2の通
りである．各因子の信頼性分析も実施しており，結果は
Table 3の通りである．第 1因子は「企業内の価値観」
(α=0.950)，第 2因子は「個人のスキル」(α=0.920)，第
3因子は「職場環境」(α=0.910)，第 4因子は「人材育
成」(α=0.90)と命名した．第 5因子のクロンバックα
は 0.7(α=0.591)を下回ったため，以降の分析から除外
した．これら 4つの因子の累積寄与率は 56.9%である．
「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリアに対する

意欲」「収入の納得感」「同僚の転職に対する知覚」「転
職希望意識」は 2から 3の設問項目で構成されており，
測定値の平均値を因子変数として使用するため，各被説
明変数の信頼性分析を行った (Table 3)．「収入の納得感」
(α=0.807)，「仕事の意義とやりがいの実感」(α=0.824)，
「キャリアに対する意欲」(α=0.880)，「同僚の転職に対
する知覚」(α=0.827)，「転職希望意識」(α=0.788)のク
ロンバックαは全て 0.70を超えており，後続の分析で
利用しても問題ないと判断した．
「仕事の意義とやりがいの実感」は間接部門職全体の
平均が 3.74，財務・経理は 3.72，総務は 3.66，人事・企
画は 3.80であり，「4:少し当てはまる」に近い値を示し
ていることから，「仕事の意義とやりがいの実感」は低
くはないが，高くもない状態と言える．
「収入の納得感」についても間接部門職全体の平均が

3.51，財務・経理は 3.51，総務は 3.55，人事・企画は 3.47
であり，「4:少し当てはまる」に近い値を示しているこ

とから，こちらも不満でも満足でもない状態と言える．
一方で「キャリアに対する意欲」は間接部門職全体の平
均が 4.10，財務・経理は 4.02，総務は 3.96，人事・企画
は 4.27であり，こちらも「4:少し当てはまる」に近い
値であるが，「収入の納得感」「仕事の意義とやりがいの
実感」より高い傾向が示された．

4.3 分析モデルの構成要因の相関関係分析

転職希望意識の分析モデルに用いる変数について，各
変数の相関関係を職種毎に実施した結果を Table 4に示
す．この分析では「企業内の価値観」「個人のスキル」
「職場環境」「人材育成」「仕事の意義とやりがいの実感」
「キャリアに対する意欲」「収入の納得感」「仕事と生活の
バランス」「同僚の転職に対する知覚」「転職希望意識」
の各変数の相関関係を確認し，後述の共分散構造分析で
モデルを検討する際の参考としている．なお |r|=0.8以
上は相関が強いと判断し，併せて重回帰分析の VIF値
が約 3を超えていないことを確認している [51]．
「企業内の価値観」「個人のスキル」「職場環境」「人材
育成」と「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリアに対
する意欲」「収入の納得感」の変数間では 0.2以上の相関
が確認されたが，「企業内の価値観」「個人のスキル」「職
場環境」「人材育成」と「仕事と生活のバランス」「同僚
の転職に対する知覚」「転職希望意識」との間では 0.2以
下の相関係数であり，相関は確認されなかった．「仕事
の意義とやりがいの実感」「キャリアに対する意欲」「収
入の納得感」も「仕事と生活のバランス」「同僚の転職に
対する知覚」「転職希望意識」との間については，「キャ
リアに対する意欲」と「同僚の転職に対する知覚」以外
は 0.2以下の相関係数であり，相関は確認されなかった．
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Table 2: Results of factor analysis of antecedents.

一方で「企業内の価値観」「職場環境」の相関係数は 0.8
以上であり，念のため重回帰分析でVIF値を確認したと
ころ 3を超える数値が確認されたため (Table 5)，共線

性の疑いありと判断し，後続の共分散構想分析では「職
場環境」を除外することにした．
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Table 3: Results for each variable.

Table 4: Results of Correlation Analysis of Constituent Factors.

Table 5: Multiple regression analysis of psychological and antecedent factors.

4.4 転職希望意識の共分散構造分析

間接部門職の「転職希望意識」に影響を与える要因を
特定するために，先行要因の因子分析で挙げた変数「企
業内の価値観」「個人のスキル」「人材育成」，及び仮説
時に設定した「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリ
アに対する意欲」「収入の納得感」「仕事と生活のバラ
ンス」「同僚の転職に対する知覚」「転職希望意識」の

変数を使って共分散構造分析でモデル構築を行なった．
モデル構築にあたり，仮説モデル (Fig. 1)に基づいて先
行要因と心理的要因へのパス，心理的要因と「仕事と生
活のバランス」「同僚の転職に対する知覚」と「転職希
望意識」へのパスを設定し，有意でないパスを削除し，
再度分析を実施する等，探索的に実施した．最終的なモ
デルでパス係数および有意確率を示したものが Fig. 2
である．なおモデルの適合度は CFI=.994，AGFI=.982，
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RMSEA=0.000，有意確率=0.666であり，良い適合が確
認された．共分散構造分析の結果から，(1)心理的要因
と転職希望意識の関係，(2)仕事と生活のバランス，同
僚の転職に対する知覚と転職希望意識の関係，(3)転職
希望意識に影響を及ぼす要因の妥当性，(4)同僚の転職
に対する知覚に影響を及ぼす要因，(5)仕事の意義とや
りがいの実感に影響を及ぼす先行要因，(6)キャリアに
対する意欲に影響を及ぼす先行要因，(7)収入の納得感
に影響を及ぼす先行要因，(8)確認されたプロセスにつ
いて下記の通り，確認する．

(1)心理的要因と転職希望意識の関係
Fig. 2に示されたとおり，「転職希望意識」は心理的要

因の「仕事の意義とやりがいの実感」(p<0.001, β=-.20)
から有意に負の影響を受けている．一方で心理的要因に
挙げた「キャリアに対する意欲」(β=.06)，「収入の納得
感」(β=.-03)は「転職希望意識」に有意な影響を及ぼし
ていないことが示された．

(2)仕事と生活のバランス，同僚の転職に対する知覚
と転職希望意識の関係
「仕事と生活のバランス」(p<0.001, β=-.19)から有

意に負の影響を受けており，「同僚の転職に対する知覚」
(p<0.001, β=.32)からは有意に正の影響を受けている．

(3)転職希望意識に影響を及ぼす要因の妥当性
転職希望意識の回帰式の調整済 R2 は 0.184であり，

転職希望意識を予測するには十分とは言えないが，転職
希望意識は組織要因以外にも，家庭の事情，ヘッドハン
ティング，解雇・倒産も要因としてあり得ることを考え
ると，従属変数が組織に関連する要因だけで R2=0.184
を出したということは，転職希望意識に影響する組織不
満要因を説明するには，ある程度の意味があると解釈で
きる．

(4)同僚の転職に対する知覚に影響を及ぼす要因
「転職希望意識」に最も有意に影響を及ぼす「同僚の
転職に対する知覚」は心理的要因の「キャリアに対する
意欲」(p<0.001, β=.20)から有意に影響を受けることが
明らかとなった．調整済 R2は 0.041であるため，「同僚
の転職に対する知覚」は「キャリアに対する意欲」だけ
では説明できないが，「キャリアに対する意欲」が高い
と「同様の転職に対する知覚」も高くなることは後述の
考察に含めることにする．

(5)仕事の意義とやりがいの実感に影響を及ぼす先行
要因
心理的要因のうち，「転職希望意識」に有意に影響を与

えるのは「仕事の意義とやりがいの実感」であるが，「仕
事の意義とやりがいの実感」は「個人のスキル」(p<0.001,
β=.56)から有意に正の影響を受けているが，「人材育成」
(β=.11)，「企業内の価値観」(β=.09)からは有意な影響を
受けないことが確認された．調整済 R2は 0.490である．

(6)キャリアに対する意欲に影響を及ぼす先行要因
「キャリアに対する意欲」は心理的要因の「仕事の意
義とやりがいの実感」(p<0.001, β=.30)から有意に正の
影響を受けており，「収入の納得感」(p<0.01, β=-.19)か
らは有意に負の影響を受けていることが確認された．ま
た先行要因からは「個人のスキル」(p<0.001, β=.36)か
ら有意に正の影響を受けているが，「人材育成」(β=.10)，
「企業内の価値観」(β=.-05)からは有意な影響を受けな
いことが確認された．調整済 R2 は 0.388である．

(7)収入の納得感に影響を及ぼす先行要因
「収入の納得感」も「個人のスキル」(p<0.05, β=.10)

から正の影響を受けているものの，「仕事の意義とやりが
いの実感」「キャリアに対する意欲」よりは大きな影響を
受けておらず，代わりに「人材育成」(p<0.01, β=.17)と
「企業内の価値観」(p<0.001, β=.40)からもより有意な影
響を受けていることが確認された．調整済 R2 は 0.388
である．
先行要因の「人材育成」「企業内の価値観」「個人のス

キル」は相互に有意な影響を受けており，「仕事の意義
とやりがいの実感」「キャリアに対する意欲」に有意に
正の影響を与えていた「個人のスキル」は「人材育成」
と相互に有意であり (p<0.001, β=.65)，「企業内の価値
観」(p<0.001, β=.63)とも相互に有意な影響を受けてい
る．また「人材育成」と「企業内の価値観」も相互に有
意な影響 (p<0.001, β=.77)を受けている．

(8)確認されたプロセス
これらの分析結果から「人材育成」「企業内の価値観」

「個人のスキル」の向上に相互が影響し合い，また「個人
のスキル」が高まることによって「仕事の意義とやりが
いの実感」を高めることが出来る．「仕事の意義とやり
がいの実感」に加えて「仕事と生活のバランス」に対す
る認識も高く，「同僚の転職に対する知覚」，すなわち同
僚の転職の多さを認識しない（周りが転職していない）
環境下であれば，「転職希望意識」が低減するプロセス
が確認された．
また「キャリアに対する意欲」が高まると「同僚の転

職に対する知覚」も高くなり，「同僚の転職対する知覚」
（同僚が転職する）が高まると「転職希望意識」が上が
るプロセスも確認された．
一方で「人材育成」「企業内の価値観」は「キャリア

に対する意欲」「収入の納得感」に有意な影響は及ぼさ
ず，また「キャリアに対する意欲」「収入の納得感」は
「転職希望意識」の低減に直接的に影響を及ぼすプロセ
スはない事が確認された，

5. 考察

先行要因，心理的要因，仕事と生活のバランス，同僚
の転職に対する知覚と転職希望意識の関係を共分散構造
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Fig. 2: The process of becoming aware of the desire to change jobs in the indirect sector.

分析で可視化した結果をもとに，先行研究との妥当性，
本研究より明らかになったことについて考察を述べて
いく．

5.1 転職希望意識に影響を与える心理的要因（仮説
1の検証）

仮説 1は間接部門職の「転職希望意識」は「仕事の
意義とやりがいの実感」「キャリアに対する意欲」「収入
の納得感」「仕事と生活のバランス」「同僚の転職に対す
る知覚」から説明出来ると予測した．さらに仮説 1-1で
は「仕事の意義とやりがいの実感」「キャリアに対する
意欲」「仕事と生活のバランス」「同僚の転職に対する知
覚」が「転職希望意識」の低減に最も強く影響を与える
と予測した．
共分散構造分析の結果，「仕事の意義とやりがいの実

感」「仕事と生活のバランス」「同僚の転職に対する知
覚」が「転職希望意識」に有意に影響を及ぶこと，また
「同僚の転職に対する知覚」が最も有意に正の影響を及
ぼし，次点で「仕事の意義とやりがいの実感」が有意に
負の影響を及ぼすことが明らかとなったが，仮説 1-1で
「転職希望意識」の低減に有意な影響を及ぼすとして挙
げた「キャリアに対する意欲」は「転職希望意識」に影
響を及ぼさないことから，仮説 1，1-1は部分的に支持
されるに留まった．

「同僚の転職に対する知覚」が高いと「転職希望意識」
が高くなる傾向については，仮説でも説明したスノー
ボール転職，すなわち一人が組織を出ることを選択する
と同僚の転職に影響を及ぼす傾向と同じであり，「仕事
の意義とやりがいの実感」「仕事と生活のバランス」に
対する実感が低い職場環境下で，同僚が転職を選択する
と，自分自身の転職に対する心理的障壁が低くなると言
える．また「同僚の転職に対する知覚」については，共
分散構造分析の結果，「キャリアに対する意欲」が高い
と「同僚の転職に対する知覚」も高くなることが明らか
にされた．つまり間接部門職はより良いキャリアを求め
ようとするときに「組織外のチャンス」を見出そうとす
ると解釈できる．
「仕事の意義とやりがいの実感」が「転職希望意識」

の低減に繋がる傾向については，Wrzesniewski [19] の
研究で仕事を「天職」と捉えている人の幸福度が高いこ
と，また看護婦を対象とした小野 [25]や営業職含むホ
ワイトカラー全般を対象とした本橋 [22]らの研究では
職務満足は「働きがい」が下位尺度になると言及してい
ること，そして職務満足は転職行動の予測変数として多
くの研究で使用されてきた背景とも一致しており，間接
部門職に限らず一般的な結果と考えられるが，「仕事の
意義とやりがいの実感」よりも「同僚の転職に対する知
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覚」の方がより有意に強く「転職希望意識」に影響を及
ぼすことが示唆された点については解釈が必要である．
仮説でも挙げた渡辺ら [39]の研究で，日本人（東京）は
「仕事上でもっとも大切なのは人の和である」に賛成す
る労働者が他国よりも多く，「仕事の意義とやりがいの
実感」がなかったとしても集団を重んじるため，転職に
対する心理的障壁が高い状態であると言える．
「仕事と生活のバランス」については，労働因子（休
暇の取得，動労条件，休日数，労働時間，賃金や賞与）
は職務満足の構成要素の１つとされており [25]，従業員
の転職希望意識にも大きく影響すると指摘されているも
のの，先行研究のレビューで挙げた通り，ITエンジニ
アを対象とした研究では残業時間は職務満足には影響を
与えず [31]，一方で看護職や自治体職員を対象とした研
究では残業の多さが職務満足の低下に影響すると指摘さ
れている．「仕事と生活のバランス」が「転職希望意識」
の低減に影響を及ぼす傾向については職種によって差が
出ると考えられ，間接部門職は「就業環境の安定を求め
る傾向」があることから [34]，「仕事と生活のバランス」
が彼らの「転職希望意識」に影響を及ぼすことは間接部
門職の特徴と言える．

5.2 間接部門職の転職希望意識には影響を及ぼさな
い心理的要因

先行研究ではキャリアの自律は職務満足に繋がること
が指摘されており [25]，職務満足が高まることで組織の
定着にある程度は繋がると予測していた．「キャリアに
対する意欲」の実感は高い数値を示しているが（Table
2），仮説 1の検証により，間接部門職の場合，「キャリ
アに対する意欲」が組織の定着や「転職希望意識」の低
減に影響を及ぼさない結果となった．すでに 5.1で説明
した通り，「同僚の転職状況に対する知覚」が「キャリ
アに対する意欲」に正に有意に影響を与えており，「同
僚の転職に対する知覚」が「転職希望意識」に有意に正
の影響を及ぼしている．つまり，「キャリアに対する意
欲」が高い時，すぐに「転職希望意識」が高まるのでは
なく，まず同僚の転職状況から組織外でのチャンスを伺
い，組織外にチャンスがあると感じると「転職希望意識」
も高まるプロセスが存在すると解釈できる．
仮説 1，1-1の検証では，「収入の納得感」も「転職希

望意識」に有意な影響を及ぼさないことが明らかになっ
た．この傾向は Herzberg et al. [28–30]の二要因理論で
も指摘されている通り，「お金」は動機づけ要因にも衛
生要因にもなり得るが，動機付け要因の主たるものでは
ないことが関係すると考えられる．「お金」は労働の対
価として重要ではあるが，森田 [52]は「組織人は仕事
と生活との境界を絶えず行ったり来たりしており，仕事
と生活との調和がとれた働き方の確立のためには，仕事
と生活との境界管理のあり方に着目する必要がある」と

指摘していることから，ワーク・ライフ・バランスを重
視する間接部門職の人であれば，必要以上の収入を望ま
ないことが考えられる．

5.3 転職希望意識に影響を与える先行要因（仮説 2
の検証）

仮説 2は間接部門職の「仕事の意義とやりがいの実
感」「キャリアに対する意欲」「収入の納得感」は「組織
文化」「組織風土」「人材育成」「制度」「個人のスキル」
「企業の実力」と言った先行要因から影響を受ける，ま
た仮説 2-1では「転職希望意識」に有意に影響を与える
「仕事の意義とやりがいの実感」は「人材育成」と「個人
のスキル」から有意に影響を受けると予測した．共分散
構造分析の結果，「転職希望意識」の低減に影響を及ぼ
す「仕事の意義とやりがいの実感」は「個人のスキル」
から有意に正の影響を受けている．
「キャリアに対する意欲」は先行要因の「個人のスキ
ル」に加え，心理的要因の「仕事の意義とやりがいの実
感」から有意に正の影響を受けており，「収入の納得感」
からは有意に負の影響を受けることが示された．つまり
「仕事の意義とやりがいの実感」が増すと「キャリアに
対する意欲」も増していくが，「収入の納得感」は必ずし
も「キャリアに対する意欲」の増進には影響せず，逆に
「キャリアに対する意欲」を低減されていくことになる．
これについては給料，福利厚生と言った収入面での満足
を感じると，逆に「キャリアをもっと磨く」という意欲
が湧かないと解釈することが出来るが，これは間接部門
職の特徴であるのか，それとも一般的な特徴であるのか
について今後の詳細な探索・検証が必要となってくる．
「収入の納得感」は「人材育成」「企業内の価値観」「個
人のスキル」のすべてから有意に正の影響を受けている
ことが示された．
これらの結果から仮説 2は支持，「仕事の意義とやり

がいの実感」は「人材育成」からは直接的ではなく，間
接的に影響を受けることから，仮説 2-1は部分的に支持
されたと言える．
「個人のスキル」は「社内の人と交渉して合意するこ
とが出来る」「社外の人とでも交渉して合意することが
出来る」「会社，職場や業務の問題点を正しく認識して
いる」「会社，職場や業務の問題点を是正するよう努力
している」と言った設問で構成されおり（Table 2），「社
内外の人と交渉しながら，課題解決やプロジェクトを
リードして，ゴールにたどりつける力」を身に付け，そ
れを実感することによって「仕事の意義とやりがいの実
感」「キャリアに対する意欲」を高めることが出来ると
言える．
他の先行要因「人材育成」「企業内の価値観」は「個

人のスキル」を介して間接的に従業員の「仕事の意義と
やりがいの実感」，「キャリアに対する意欲」に影響を及
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ぼすが，直接的には影響を及ぼしていないことも明らか
となった．
「人材育成」には「職業生活の目標や計画を中期的に
考える機会が用意されている」「職業能力開発や実務経
験の機会・仕組みが用意されている」「日常の業務や研修
の機会が目標に向けた取組みにつなげられる」「上司と
現状や目標について話し合いの機会が用意されている」
といった設問で構成されており，「中長期的な視点にたっ
た従業員のスキル向上のための計画，機会の提供，上司
からのフィードバック」と解釈する．貴島ら [43]の IT
エンジニアを対象とした先行研究では，ITエンジニア
のやりがいに影響を及ぼす要因には「個人のスキル」だ
けではなく，人材育成の１つである「上司の支援」が直
接的に有意に正の影響を及ぼすことを示唆していたが，
本研究の「人材育成」にも「上司からのフィードバック」
が含まれているが，やりがいに直接的には影響を及ぼさ
ないことから，人材育成がやりがいに直結しない傾向は
間接部門職の特徴ともいえる．加えて間接部門職の場
合，「キャリアに対する意欲」は高いが，「人材育成」に
対する意識の平均値（間接部門職全体 3.38，財務・経理
3.36，総務 3.40，企画 3.39）が 6件法の「3:あまり当て
はまらない」に近い値を示している．このことから，企
業が提供しているキャリア支援に沿って，間接部門職の
キャリアが構築されるわけではないことが伺える．先行
研究でも挙げた通り，間接部門職は会社の定型業務に加
え，会社イベントや経営指針，例えば企業買収や撤退，
働き方改革から発生する業務の経験を通して，専門分野
や職種の幅を広げていくため，中長期的な視点でのキャ
リア計画は難しく，時と状況に応じて柔軟にスキルアッ
プ，キャリアアップを図る支援が必要なのではないかと
考える．
「企業内の価値観」は「経営陣は風土や文化を変え

るための改革に取り組んでいる」「経営陣は新しいビジ
ネス開発に本気で取り組んでいる」「最前線の意見や状
況が尊重され経営管理に反映されている」といった設問
で構成されており，「働きやすさ向上のための取り組み，
ビジネス向上に対する取り組み，現場の声に耳を傾ける
姿勢といった経営陣の会社をよくするための取り組み」
と解釈できるが，こちらも間接部門職の「仕事の意義と
やりがいの実感」に影響を及ぼしてはいない．「企業内
の価値観」の平均値（間接部門職全体 3.38，財務・経理
3.32，総務 3.49，企画 3.38）が 6件法の「3:あまり当て
はまらない」に近い値であることから，経営陣の取り組
みに対する共感は低い状態と言える．「企業内の価値観」
によってスキルは向上し，スキルは間接部門職のやりが
いに影響を及ぼすと考えられるものの，「企業内の価値
観」がやりがいに直接影響を及ぼしていない．社員の働
きやすい環境づくりに貢献する仕事は間接部門職の領域

であり，まさに経営陣の取り組みの支援を行う仕事であ
ると言えるが，実際は「自分の仕事が会社の役にたって
いる」という実感や，経営陣の理念に対する賛同が低い
状態であると考えられる．この傾向は間接部門職に関す
る先行研究でも挙げた「直接部門職との対立構造」が一
因である可能性が高いが，今後は質的研究を含めて詳細
な探索・検証を行う必要があると考える．

5.4 間接部門職のやりがいとスキルについてのまと
めと提言

本研究の結果から 2章に挙げた 2点のリサーチクエ
スチョンについて以下の通りに結果を整理した．
(1) 間接部門職はやりがい，キャリアに対する意欲を
感じないと転職希望意識が高まるか否か，について
は，仮説 1の検証より，やりがいの欠如は転職希望
意識に影響する，キャリアに対する意欲が高いと，
「同僚の転職に対する知覚」を介して転職希望意識
に正の影響を及ぼすことが分かった．

(2) 間接部門職のやりがい，キャリアの意欲に影響を及
ぼす先行要因については，仮説 2の検証より，「個
人のスキル」，すなわち社内外の人と交渉しながら，
課題解決やプロジェクトをリードして，ゴールにた
どりつける力の向上が仕事の意義とやりがいの実
感，キャリアの意欲に影響することが分かったが，
人材育成「中長期的な視点にたった従業員のスキル
向上のための計画，機会の提供，上司からのフィー
ドバック」や企業内の価値観「働きやすさ向上のた
めの取り組み，ビジネス向上に対する取り組み，現
場の声に耳を傾ける姿勢といった経営陣の会社をよ
くするための取り組み」は直接的には影響を及ぼさ
ない事も明らかになった．
組織に関する先行要因，仕事に対する心理的要因，職

務と他の役割との両立性，移動の可能性と転職希望意
識に関する共分散公共分析の結果，間接部門の従業員
は「仕事の意義とやりがいの実感」「仕事と生活のバラ
ンス」に対する評価が高いと「転職希望意識」に有意に
負の影響（転職意識を減ずる）を及ぼす，加えて「同僚
の転職に対する知覚」が「転職希望意識」に有意に正の
影響（転職意識を高める）を及ぼすことが明らかになっ
た．また「個人のスキル」が向上することで「仕事の意
義とやりがいの実感」が高まり，「仕事の意義とやりが
いの実感」が高いと「転職希望意識」の低減に繋がるこ
とも明らかにした．一方で「キャリアに対する意欲」が
高くなると「同僚の転職に対する知覚」も高くなり，結
果的に「転職希望意識」を高めることに影響を及ぼすこ
とも明らかにしている．また「仕事の意義とやりがいの
実感」は先行要因の「企業内の価値観」からは影響を受
けておらず，かつ「仕事の意義とやりがいの実感」の尺
度の値も低い．
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これらの分析結果から，間接部門において組織への定
着を促すために留意することを以下に提言する．

・ 従業員が業務経験を通して「社内外の人と交渉しな
がら，課題解決やプロジェクトをリードして，ゴー
ルにたどりつける力」を向上させ，仕事のやりがい
に対する実感を高めることができるように支援する
こと

・ 仕事と生活のバランスが保てるように配慮する．
・ キャリアに対する意欲が高い人は組織外のチャンス
を伺う傾向があるため，組織内でキャリアアップの
チャンスを提供できる仕組みを整える

・ 経営陣は従業員にとって働きやすく，またその働き
方を支援する間接部門職の人が「社員の役に立って
いる」と実感できる経営方針を策定すること

6. 結論と今後の展望

これまでの転職研究では，間接部門職の特殊な状況に
応じた考慮がなされておらず，彼らの転職希望意識がど
のようなプロセスで形成されるのかについて注目されて
こなかったが，本研究では間接部門職の転職希望意識形
成プロセスの仮説構築，及び，共分散構造分析により，
先行条件，個人の仕事に対する心理的要因，転職希望意
識のプロセスを以下の通り明らかにできた．

・「仕事の意義とやりがいの実感」，「仕事と生活のバ
ランス」が「転職希望意識」に負の影響を与える

・「仕事の意義とやりがいの実感」は「個人のスキル」
の向上から強く影響を受け，「個人のスキル」は「人
材育成」「企業内の価値観」から強く影響を受ける

・「キャリアに対する意欲」，「収入の納得感」は「転
職希望意識」に直接的に有意な影響は及ぼさない

・「同僚の転職に対する知覚」は「転職希望意識」に
有意に正の影響を及ぼす

・「キャリアに対する意欲」は「同僚の転職に対する
知覚」に有意に正の影響を及ぼす

・ 間接部門職の「企業内の価値観」への共感は低く，
「仕事の意義とやりがいの実感」に有意な影響を及
ぼさない

一方で本研究のアンケート分析ではプロセスの可視化
に留まると言った限界があり，下記 2つの課題について
今後検討していくことが必要である．
第一に本研究ではアンケート分析により間接部門職

を対象に転職希望意識と職場での心理的要因，職場内の
先行要因との因果関係を明らかにしたが，因果関係の背
景となる経験やその経験によって仕事への認識がどのよ
うに変化したのか等，具体的に挙げるまでには至ってい
ない．例えば，本研究の考察でも (1)人材育成が「仕事

の意義とやりがいの実感」には直接影響を与えないが，
背景には間接部門職は戦略的なキャリア構築ではなく，
企業のイベントや経営方針から派生する業務の経験でス
テップアップする，(2)「収入の納得感」は「転職希望意
識」に影響を及ぼさないが，この傾向も「仕事と生活の
バランス」に対する意識が関係する，(3)「企業内の価値
観」に対する認識が低いこと，「企業内の価値観」がや
りがいには繋がらないことは「直接部門との対立構造が
関係している」と考えたが，今回の定量分析で検証する
には至らなかった．これらの点について質的研究で更な
る分析と詳細なモデル化が必要である．
第二に間接部門は人事や財務・経理，総務，法務と

様々な職種があり，職種によっても傾向が変わってくる
ことが予想される．例えば各変数の平均値ではキャリア
に対する意欲が財務・経理職・総務職と比べて企画職の
方が有意に高い結果が出ている．今後は職務特性と心理
的要因，転職希望意識をより厳密に分析していく必要が
あると考える．
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